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は じめに

1997年7月タイで始まったアジア通貨危機を境として,アジアにおけ

る急速な工業化にたいするそれまでの高い評価ほ一転して,アジア経済

の弱点の摘出へと論調が変わった｡それは単にマスメディアだけでなく

学界レベルでも同様であった｡アジア経済危機の中で,学界におけるア

ジア経済にたいする評価は次のようなものとなった｡

(1)工業製品の輸出増加はそれに伴って原材料･中間財の輸入増加を

もたらし貿易収支の赤字が拡大している｡これはハイ･チェンジ･

エコノミーの弱点であるが,改善傾向が見られない｡

(2)外国からの直接投資は｢飛び地｣(輸出加工区)に置かれ,国内工

業との産業連関が希薄で多国籍企業と地場企業との二重構造ほひど

くなっている｡

(3)経済規模は大きくなったが,それを支えるべき金融ほ,審査,仲

介,監査,会計,公正,情報開示などの機能が整っていない｡

(4)アジアの市場機能は縁故･血縁･人脈によって歪められている｡

(5)ASEANの域内協力は進まず,各国ほ同じような開発計画をたて

過当競争･過剰供給が目立つ｡

(6)工業化における継続的外資依存は国内の自主的技術開発意欲を殺

ぎ,技術開発で自助努力欠如が目立つ｡東アジア高成長国の技術進
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論 説

歩はゼロだったというクルーグマン仮説を否定できない(1)｡

というもので,このように,アジア経済の現状は悲観的に描かれた｡し

かし,上の指摘のうち(1),(3),(4),(5)は,96年までアジア経済が好調で

東アジアの｢奇跡｣と賞賛されたときに既に内在していたのでほなかっ

たか｡正鵠を射た指摘ではあるにしても,問題を抱えない現実経済ほあ

り得ず,それにもかかわらず外資導入･輸出指向工業化により高成長を

実現したのは事実であったのだから,高成長の裏面に上のような要素を

有していたと見るべきであろう｡換言すれば,同じ経済実態の表と裏と

考えるべきものである｡現にアジア経済ほ99年後半から好転している

が,上に挙げられたことが解決したからではなく,問題をなおかつ内包

しながら好転しているのである｡

本稿が問題としたいのほ,上のアジア経済の脆弱性を指摘した(2)と(6)

に関してである｡筆者ほアジア通貨危機のさなかの98年10月,99年3

月,99年11月の3回,マレーシアの日系企業とローカル企業を調査し

たo ASEAN経済の発展は外資依存型であるのほ事実でほあるが,だか

らと言って(2)と(6)のような｢飛び地｣であるとか,｢自助努力の欠如｣な

どとの指摘は現実を正しく評価したものであろうか｡新製品の寿命が極

めて短くなり,変化が激しくなった現代において,多国籍企業と10年

～20年間も取引関係を持ったローカル企業が,変化を遂げなかったはず

ほない｡日系企業とマレーシアローカル企業の相互連関を通じたローカ

ル企業の変化を紹介したい｡

表1本稿で取り扱った日系企業とローカルサプライヤー

日 系 企 業 Jl社 J2社 J3社

日系企業の業種 カメラ組立 テレビ組立 VTR組立

マレーシアサプライヤー Ml社,M2社,M3社 M4社,M5社
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マレーシアにおける日系企業とローカルサプライヤー

Ⅰ 日系｣1社(カメラ組立メーカー)

〈輸出加工区立地のメリットとデメリット〉

首都のクアラルンプール中心街から西15キロに,スソガイ･ウェイ自

由貿易地域(2)がある｡自由貿易地域に立地した企業は100%輸出すると

いう条件(製品により80%でも認められる場合もある)付きで,輸入機

械,部品に対して関税がかからないという特典を与えられる｡ただ自由

貿易地域に立地する場合そのようなメリットの裏面としてデメリットも

ある｡それは,自由貿易地域外のサプライヤーと取り引きする際,部品,

材料,製品,設備,治工具の出入りに対して税関の事前承認が必要で,

そのために2ヶ月前に申請する必要があり,その後状況が変わったとし

ても申請通りの荷物しか運ぶことが出来ず,急な需要増には対応が困難

である｡多くの有力サプライヤーは地域外に育っているので,この不自

由さのデメリットは次第に大きくなっている｡また自由貿易地域の不自

由さは,認可された業種以外に新しい事業を手がけたいときほその都度

申請しなければならず,認可に相当な日時がかかることである｡このよ

うに輸出加工区は,いつまでも｢飛び地｣でほなく,区域外のローカル

企業と取引関係を強めている事例に注意する必要がある｡

Jl社は1973年にこのスソガイ･ウェイ自由貿易地域に複写機工場を

創設して,74年から78年まで複写機の組立をしたが,78年から複写機

事業を止め,カメラシャッター組立に転換した｡その後81年に一眼レフ

カメラの組立に進み,88年からカメラ部品の成型･プレスを,89年から

プラスチック金型製造,94年にはR&Dセンターを設立して,95年から

カメラの現地設計を開始した｡現在設計技術者は50人でそのうち日本人

は3人である｡部長級管理者は中国系3人,インド系2人,マレー系2

人である｡社長を含む取締役ほ日本人である｡
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論 説

〈従業員の研修〉

1999年10月現在,従業員は2359名,うち女性は1932名である｡年間

休日118日,一日当たり労働時間8.5時間,年間労働時間2079.3時間で

ある｡マレーシアでは絶えず意識される従業員の人種別構成は表2に示

されているがこの中で,サバ/､ン(サバ州出身者),サラワキアン(サラ

ワク州出身者)は,東マレーシアの労働局を介して雇用した2年契約の

労働者であり,契約が満了するまで退職は出来ないことになっている｡

労働需給が最もタイトだった95年にほ外国人労働者としてインドネシ

ア人を400-500人雇用していたが,経済危機の影響で政府から外国人労

働者の整理解雇が厳しくいわれ現状のようなレベルに下がった｡東マ

レーシア出身者でも外人労働者でもこの企業では西マレーシアのマレー

人と同じ給与にしている(ただし,マレーシアの社会保険(EPF)が外

人労働者にほないので保険料のコストが無い一方,外人労働者の場合は

外人労働者雇用税を支払わなければならない｡ただ,EPF雇用者負担分

の方が外国人労働者雇用税よりほるかに高い)｡現業(直接員)は,マレー

表2Jl社従業員の人種構成(99年10月現在)

マレー系 1,631人 69.1%

インド系 172人 7.3%

中国系 67人 2.8%

サバハソ 240人 10.2%

サラワキアン 44人 1.9%

インドネシア人 184人 7.8%

日本人 13人 0.6%

その他 8人 0.3%

合計 2,359人 100%

(出所)Jl社資料
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マレーシアにおける日系企業とローカルサプライヤー

系と外国人労働者で,半島マレーシア人ほ自由に退職できるので月の退

職率ほ3～5%にもおよび,毎月100人以上採用する必要がある｡

現業労働者の技能修得は次のようにやっている｡1ラインがだいたい

30人工程であるが,欠勤率を見込んで35人配置している｡たまに30人

以上出勤した場合,その日の朝にラインリーダーかスー/く-パイザーが

判断して,経験の幅を広げるために未経験の仕事の訓練に回わす｡現業

員の仕事の幅を広げようとするのは日本と同様である｡

日本人社員については,95年の円高時に日本からマレーシアへの投資

が増えたのに連れて日本人社員も増えたが,その時赴任した日本人が今

日本に帰る時期になっていて次第に減少傾向にある｡Jl社にほ95年

ピーク時に日本人ほ25人いたが,98年末に16人,99年10月に13人に

減少した｡

現地設計者を養成するために93年と94年にほ日本への出向制度を始

めた｡その他日本への短期研修は,非常に頻繁で97年は数百人が日本で

研修を1～2ヶ月受け,現在も月10人規模で日本に技術研修を受けに

行っている｡その結果現地で日本人技術者が支援すべきところは少なく

なり,日本人の仕事はほとんどマネジメソトに限られて釆ている｡ただ

日本で金型技術を修得して帰ってきた技能者には,ローカル企業から高

給での引き抜きがあるが,それを防ぐ有効な手だてはない｡中国系は全

員間接員であるが,35歳以下の若い層の中国系の退職率ほ相当高い｡勤

続20年以上のマネージャークラスははとんど退職しない｡

〈日系企業の集積効果〉

表3のように89年からマレーシアの賃金上昇ほ大幅であり,賃金水準

は中国の2倍,ベトナムの5倍,ミャンマーの10倍である｡ただ組立だ

けなら賃金コストほ立地を決めるのに大きい要素となるが,賃金コスト

は製品コストの5%程度であるので,コスト全体を下げるのには決定的
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論 説

表3Jl社現業労働者の初任給(月,リソギ)

年 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988

金額 143 143 153.4 153.4 166.4 208 208 208 208 208 208

年 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998

金額 234 249.6 280.8 350 365 385 405 415 415 415

(注)試用期間終了後,正式契約時の本俸

(出所)Jl社資料

なのは賃金コストより部品コストを出来るだけ低くすることである｡そ

れにほ金利がかかる仕掛品の状態(リードタイム)を短縮する必要があ

り,そのためには出来るだけ近いところから資材を調達できなければな

らない｡設計,金型作成,加工,組立,機械メンテナンスが同じところ

にあるのがリードタイムを短縮するために必要であってマレーシアはあ

る程度それが可能になっている｡リードタイムは空港に着いてから,空

港を出るまで最短で1.2カ月掛かっているが,組立はそのうちわずか数

日間を占めるだけである｡部品を日本から調達すると在庫ほ基本在庫0.

5カ月に余裕分として0.25カ月加えなければならないので,それだけで

0.75カ月分のリードタイムが必要でそれ以上短縮ほ無理である｡実際の

リードタイムほ1-.5～2カ月弱となっている｡

マレーシアのJl社の裁量で調達出来る部分は,金額ベースで60%程

度である｡日本からの輸入品はカスタムICや光学部品など高価であり

出来るだけマレーシアの地場およびタイ,台湾など近隣諸国から調達し

ようと努力している｡その結果新製品立ち上げ後1年程度で80%程度に

上昇するが,また新製品を出すと,その結果どうしても日本から調達し

なければならない部分が増え,マレーシア現地工場の発注率は再び60%

程度に下がる｡したがって研究開発の現地化を進めて,日本からの輸入

比率を下げる努力をしている｡また資材調達部門ほローカルからの調達

を増やそうと下請け企業を選別して育成しようとしている｡
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マレーシアにおける日系企業とローカルサプライヤー

〈組立工程の外注化〉

日系企業Jl社ほ,カメラの組立メーカーであるが,自社が行う組立工

程と同じ工程を相当大規模に外注したのほ興味ある事実である｡マレー

シアに進出したとき,安価な部品の現地調達先の開拓だけでなく,組立

工程の外注先を開拓する必要があった｡プラスチック部品の供給先は,

地場企業には適当な企業がなかったので無からの出発であった｡米や肥

料用のプラスチック袋を生産していてイポー(Jl社から車で片道4時間

程度かかる)のMl社を見つけ,同社に対して日本の工場とマレーシア

工場で金型と組立技術指導を重ねることで,技術を移転した｡Jl社と同

じ組立工程を行う外注先が必要だったのは次の理由による｡89年から95

年まで日本の工場からマレーシアの工場へさまざまな機能シフトがなさ

れ,かつ生産規模拡大が急速だったため,Jl社マレーシア工場の能力を

越える注文量をローカル8社に外注委託してしのぐことになった｡ピー

ク時社内組立工は1200人に対し,社外組立工(ローカル8社合計)は

1300人と社外部分の方が多いときもあった｡Jl社が組立工程のこれは

ど大量の部分を外注に出したのほ,工場建設を行っていては間に合わな

いし,大きな固定費がかかる,また都心での大量採用ほ賃金水準を引き

上げて人件費増となるためそれを避けるために地方に外注先を求め,ま

たもし生産が縮小した時にほバッファーとすることをも期待していたか

らである｡ただし,作業移管のためのコストは相当なものとなった｡外

注先には技術指導のために日本人社員を常駐させ,外注先が品質,価格,

納期を確保するために払う発注元のコストは意外に大きく,しかも安定

した品質を得るためにほ最短でも半年,普通1年掛かるが,その後も,

輸送費,品質･納期トラブルのための対策費,外注先を管理するための

コストは減ることほなく,組立外注のコスト負担を近年強く意識するよ

うになってきた｡

他方,受注先のローカル企業側からみると,賃加工の付加価値ほ少な
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論 説

く,それ自体でほすぐに数字に表れる利益は小さい｡しかし,多国籍企

業の組立工程を受注することにより,そのために必要な生産管理を修得

し,納期を守るために人事管理を学び,さらにそれをこなして評価が上

がれば他の多国籍企業から新たな注文が入る可能性が広がる｡将来多数

の企業から受注することで複数の発注元の組立工程をこなし,その長所

を吸収して自社の特長とすることが出来る｡また多国籍企業と取引があ

るということで銀行から融資を得やすいなど,すく小にほ数字には出ない

が将来大きな成果を生むようなメリットがあった｡

前述のようにJl社は,89年以来アセンブリ機能の一部をローカル企

業8社に委託していたが,長期的に見ると日本のカメラ製造機能をほと

んどマレーシアに移管し終えたので,これ以上マレーシアで生産量が急

増することはなく,従って外注先への発注量も増える可能性は少ない｡

そうなると8社に分散発注するよりも,技術力がある1社か,せいぜい

2社に外注先の｢選択と集中｣を進めたほうが,生産性向上,在庫縮小,

リードタイム短縮,管理工数削減の点で合理的である｡またそうしたロー

カル優良企業へ資本参加や日本人社員の出向転籍などの形で関係を濃密

にするならば,外注先との部品の共同開発や新事業への参入を視野に入

れることができる,との状況判断をしている｡

く部品のローカル調達〉

日系企業が,大部分の部品を日本から輸入していてはコスト低減と

リードタイムの短縮はできないことほ,明らかである｡日本からの輸入

部品を出来るだけ縮小したいが,それが十分には出来ないのが現状であ

る｡他方品質,コスト,納期で満足できるローカル企業は90年代になり

ある程度育ってきている｡それは,まずローカル企業家の努力のためで

あるし,次いで発注元の日系企業が支援したゆえである｡以下Jl社の発

注先であるローカル企業(Ml社,M2社,M3社)を見ることにしよ

(20)



マレーシアにおける日系企業とローカルサプライヤー

う｡これらのローカル企業ほいずれも自由貿易地域外に立地している｡

ⅠIJl社のローカルサプライヤー

Ml社

〈業種〉

プラスチックパッケージ,プラスチック成型,金型,PCB(プリント

回路組立),ガスケット,携帯電話成型,日系AudioメーカーのOEM生

産を手掛けている｡2～3年間隔で新事業に乗りだし,現在4カ所に17000

平方メートルの工場敷地を持つ｡オーナーは中国系でマレーシア･プラ

スチック工業会会長をしている｡

〈歴史〉

1980年代までプラスチック袋を製造しており,プラスチック成型に取

り組んだのはJl社からの要請で,日本に研修に行き技術習得した｡

1996年 日本の金型メーカーに技術指導料を支払い,その会社から二人

の日本人が半年ずつ指導に釆た｡

1998年 ノルウェーのIplast社と折半出資の合弁会社を設立し,携帯電

話の部品製造を手がけた｡この時Iplast社からヨーロッパの金型生産機

械を紹介してもらった｡1台3000万円以上の最高級のスイス製,オース

トリア製の工作機械を数台所有し,したがって日本の工作機械は少しし

か使っていない｡グラファイト金型の量産技術はJl社が持たない製造

技術である｡ガスケットは封止剤をスプレーして行い,多くの日系企業

とは違って少品種大量生産,Jl社がMl社の技術レベルの高さを賞賛

していた｡複数の日系企業と欧州企業から技術を吸収したからである｡

新式機械に多額の投資をしたのは,携帯電話ほ流行があるので短期間

に大量生産しなければならないからである｡同時に多品種少量生産が特
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論 説

徽である日系のプラスチック成型,PCB(プリント基板),日系オーディ

オメーカーのCDプレーヤーのOEM生産,Jl社の組立生産その他の組

立生産をしているのは,携帯電話ほ仕事量の変動が大きいのでリスクを

分散するためである｡

各種の組立作業を見ているとそれぞれの発注元のノウ/､りをうまく組

み合わせているのがわかった｡

99年に1200万リソギ投資,/i-トナー(Iplast社)ほ800万リソギ投

資し,同年10月からェリクソソの携帯電話の部品生産を手がけた｡この

ためにパートナーの資金で機械を購入し,自らは先行取得した工場敷地

を現物出資した｡工場を建てると決めてから半年で完成したが,これは

日系メーカーでは考えられないスピード経営である｡この点に即断即決

ができるオーナー経営の強みと縁故を含めて事情通のネットワークを利

用できるローカルの強みが出ている｡ちなみに日系メーカーが同じよう

な工場を建設する場合本社の承認と,現地の交渉･建設の手配に手間取

るので2年はかかるということである｡

オーナーはオーストラリアの大学,子供達もオーストラリアの大学出

身,CEOもカナダの大学出身で,CEOほかつてJl社の日本の工場で二

度研修を受けたことがあった｡

M2社

〈業種〉

成型,組立,スプレーペインティソグ,金型メンテナンス

〈歴史〉

1994年創業

オーナーは中国系で1980-92年上記のMl社の技術者だった｡Ml社

が80年代Jl社の技術を修得したとき,Jl社で研修を受け,今回の起業
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にさいしJl社の技術指導,受注等の支援を受けた｡マレーシアの専門学

校で機械工学を勉強した後,Ml社では最初2年間金型の技術者,次の

2年間生産管理者,次の3年間プラスティック部門長,次の3年間精密

成型部門長と順調に昇進したが,1992年退職して,プラスティック会社

の取締兼工場長になった後,1994年そこを退職して自分の会社M2社を

作った｡

規模の拡大ほきわめて速く,94年に1r射出機(injection),1一成型機

(mold)から始めて,95年9-in,96年13-in,97年19-in,98年19,in,

99年には4トin,100-mOldと急成長し,従業員は400人にもなっている｡

次の段階の目標は自社で金型製造をすることと述べていた｡

〈資金〉

94-96年 800万リソギ6ヶ月,1200万リンギ9ヶ月間日本人から融

資を受けたが,この部分は既に返済した｡残り6割ほ銀行から借り入れ

ている｡4台稼働させて得た利益で新たに1台撥械が買える勘定となっ

ている｡

97-99年に伸びたのほ,キヤノンやミノルタなど日本のカメラメー

カーが新機種を出したからである｡90%がカメラの仕事だった｡カメラ

は細かい仕事を要求されるので,それをこなすことができれば他の仕事

は簡単である｡

〈金型製造棟械〉

4割が日本製,3割がローカル製,3割が台湾製である｡

〈政府の支援〉

今の工業団地の工場は政府の貸工場であるが,将来買い取ろうと思え

ば,今まで払った賃料のうち10%を割り引いてくれるので,そのつもり
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である｡政府の中小企業育成政策に沿って,5年間原材料購入と機械の

償却に対して減免税措置を受けている｡

〈日系のネットワークにのる〉

オーナーによれば,日系企業は月に∴一回集まって情報を交換,Vender

を紹介しあっているので日系のカスタマーに認めてもらうことが大事だ

ということである｡このルートでカメラ以外の新たなカスタマーが見つ

かった｡納期に間に合わせるには徹夜も厭わないとの決意を述べていた｡

オーナーは自分の目標を``JapaneseQualityandAseanCost."である

と述べた｡

M3社

〈業種〉

金型製作とプラスチック成型,金型製作技術はマレーシアのトップレ

ベルである｡

〈歴史〉

1976年に創業した中国系の同族会社である｡それまで6年間ローカル

企業5-6社で家庭用品の金型の仕事をしていた｡当初4人で会社を始め

て,今従業員は120人雇用している｡

1979年 モトローラの金型メンテナンスの仕事を始めた｡会社が近かっ

たのでこちらからモトローラにアプローチした｡

1986年 東芝の金型メンテナンスとプレスの仕事をするようになった｡

そのきっかけほ懇意にしていたモトローラの中国系従業員が東芝に移っ

て,この会社を紹介してくれたからである｡

同じ頃松下電器やその他日系企業の仕事,オーストラリアやフランス

の会社から注文が来るようになった｡
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〈技術〉

海外動向調査のため,はぼ毎年台湾,シンガポール,日本,ドイツ等

にミッショソを派遣している｡金型製造は加工速度と耐久性でスイス製

が優れているが,ただ高価なので日本製を多く使っている｡毎年製造コ

ストの2割を設備投資に回している｡

基本金型から試作機を作るまで半年,大量生産が出来るまで1年近く

かかる｡その後もモデルの変化が激しいが,基本金型を一度作るとリプ

レース金型で5年程度は対応できる｡

日本の通産省の外郭機関であるJODC(JapanOverseasDevelopment

Center海外貿易開発協会)(3)の制度を利用して日本人1人がテクニカ

ルアドバイザーとして赴任している｡任期は2年であったが期限が切れ

ても私的テクニカルアドバイザーとしてM3社にとどまり,次のJODC

任用の機会を待っている｡

この会社の日本人技術者の役割は,何かトラブルがあったときの対応

と,金型のどこを二つに割るかを考えることである｡｢技術的にはアジア

が日本に追いついてきた｣と日本人テクニカルアドバイザーほ述べた｡

〈従業員の退職防止策〉

従業員は98%中国系で,うち設計者8名,設計見習老2名である｡ス

ピードと精度が売りで,小さい日本の企業には納期を厳格に守る点では

負けないつもりである｡この会社からスピンアウトして独立した元従業

員の会社とも納期の短さと精度では負けない｡

金型ほ付加価値が大きく原材料費は20%以下である｡したがって技術

者の退職防止が重要で,有能な従業員には退職しないように会社の車を

生活用に貸与している｡会社の車140台のうち60台は,それに当ててい

る｡
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〈資本所有〉

従業員の98%が中国系同族会社だがマレーシア政府の方針に従い,名

目的ながらマレー人の役員を一人抱え,持ち株比率は1%未満とわずか

だが外部に株式を公開している｡オーナーの子供はオーストラリアの大

学出身で,オーナーの娘はこの会社の仕事をしている｡

ⅠⅠⅠ日系｣2社(テレビ組立メーカー)

J2社は,1988年に設立され,89年から稼働したカラーテレビの量産

工場で,従業員は99年11月現在で1486人,うち日本人出向者･派遣者

ほ34人である｡90年5月に開発設計部門を持ち,現在設計部門はローカ

ル70人,日本人11人がおり,年間120モデルの設計をしている｡同じ

90年5月にマレーシアにIPO(国際購買オフィス)を設立し,世界23カ

所から部材を調達している｡技術部門のないところではIPOほ機能しな

いので,シンガポールにほ同社のIPOは無い｡営業と商品企画は日本に

あるのでマレーシアには無い｡資材調達部門でほ新しい材料購入や新し

い契約の場合にだけ日本人社員が関与し,通常ほ現地の人が担当してい

る｡ローカル運送業や通関との交渉には日本人ほ立ち入らないことにし

ている｡

マレーシアの有利な点は,英語が使えることのほか,中国系,インド

系,マレー系からなる人種構成は,膨大な人口を有する中国,インド,

インドネシアでの将来展開の際,現在のマレーシアの技術者を中核とし

て活用できる可能性がある点である｡

通貨危機対策としてマレーシア政府は98年9月から1ドル=3.8リ

ソギに固定し,リソギ安となったので中国シフトが止まった｡

フラットテレビほ今日本が主力だが,来年日本から全面的にマレーシ

アに移管する予定である｡
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表4 部材の購入先(金額レベル,%)

1991 1993 1995 1997 1998

日本 10 9 10 3 2

マレーシア 33 50 52 58 60

シンガポール 29 29 29 25 22

その他 28 12 9 14 16

(出所)J2社資料,1999年11月調査

〈資材調達〉

マレーシアでほ汎用部品は容易に入手でき,近隣の諸国を含めて考え

ると部材の調達ほアメリカより容易なほどである｡この工場が発注でき

るのは,機械を含めて95%である｡国別の調達先は表4に示されている｡

J2社のサプライヤーほ150社で,そのうち70社がマレーシア,さらに

その70%が日系企業である｡

資材調達に関するマレーシアの弱点は,素材産業が弱いことである｡

素材は日本,韓国,台湾から輸入しているが,鉄鋼については冷延板物

が揃わないにも拘わらず,政府ほ半官半民の鉄鋼会社メガステイールの

経営を立て直そうと,鉄鋼原料の関税を引き上げ,輸入許可を絞ったり

広げたりしている｡

〈通貨と市況〉

この工場の販売先は南北アメリカ,欧州を除く全世界である｡中国も

テリトリーに入っているが,98年から輸入規制が強化され中国向けは厳

しくなった｡

販売はUSドル建て,輸入もUSドル建てが基本である｡ただ一部円

と,シンガポールの2社についてはシンガポールドル建てである｡これ

まで円建ての比率を意識的に下げてきて,円の比率は現在3%程度まで
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下がった｡しかし,2000年からフラット型テレビの一部が日本から来る

予定であり,これの材料費の50%が輸入で,30%が円と関連しているの

で円建ての比率が高まり,円高の影響を即座に被る可能性があり,それ

が困る点である｡購入資材の市況を決めるのはいろいろな要素があるが

電子部品･半導体は円高の影響が大きい｡アジアのポリスチレンの相場

は,中国の需要,円高,原油の高騰の3要田で決まる｡

99年下期は上期に比べて注文ほ3割増で,10～20%ほ供給が間に合わ

ないほどである｡

〈マレーシア政府の中小企業育成要請〉

マレーシアの中小企業開発庁(SMIDEC:SmallandMediumIndus-

triesDevelopmentCorporation)は,外資系大企業にブミ(マレー人)

系下請け企業の育成を要請し,個別指導を割り当てる制度がある｡J2社

でも他の日系企業でもサプライヤー関係を結べるのは中国系だとの強い

認識があるが,政府主導工業化の目的ほマレー民族を豊かにすることな

ので政府はこのような政策を追求してきた｡J2社を含むグループ18企

業には95年政府から6社を育成するように要請があった｡交渉の結果4

社となり,資本所有が40%以上マレー系なら中国系経営でも良いという

ことになった｡その後アジア経済危機があり,政府は中国系の投資に期

待して,この2年間程,あまりマレー系企業の育成要請については,言

わなくなっている｡

最近SMIDECは,SMIDECShowcaseというプログラムを始めた｡

これほ外資系企業がマレーシアで購入したい部品と見積もりを展示する

見本市である｡日本のJETROも協力しているが,日系企業には見本市

で適当なサプライヤーを見つけることほ難しいとの意見が多かった｡
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ⅠⅤ｣2社のローカルサプライヤー

M4社

〈業種〉

Stamping,組立,金型デザイン,精密金属成型

複数の中国系の人たちが資本を出しあって,表5のように8つの事業

所をそれぞれ別会社にしている｡3海外事業所のうち労働集約的分野は

インドネシア,開発部門は日本,電子部品の購買部門ほシンガポールに

ある｡グループ全体の従業員は1508人(マレーシア人が65%,インドネ

シア人15%,バングラデシュ人20%=2年契約1年延長可能でマレーシ

ア人と同じ賃金)である｡

M4社の取引先であるJ2社は,我が社の哲学を理解しているとの評

価をしていた｡現場には5Sの看板があり,その実施前と実施後の写真

を貼りだして対比してあったのは,日系カスタマーを意識してのことで

あろう｡

く歴史〉

1988年日系企業が進出してきてその技術サポートで1989年創設し,

現在95%が日系企業向けだが,一部韓国の三星電機にも納入している｡

ただ三星ほ値引き要求が厳しい｡

表5 M4社グループの事業(1999年3月現在)

会社 ロ ロ 3 4 5 6 7 8

事業内容 精密金属プ 型設計,研 型設計,型 金属プレス 下請組立 コネクター 精密金属プ 電子部品購

レス加工 究開発 鋳造 加工 高精密プレ

ス加工

レス加工 買

所在地 マレーシア 日本 マレーシア マレーシア マレーシア マレーシ7 インドネシア シンガポール

セラソゴール 神奈川県 セランゴール ジョホール セラソゴール セランゴール ジャカルタ

創業年 1989 1978 1991 1994 1995 1996 1997 1996

従業員数 578 5 55 田 129 55 118 3

(出所)M4社資料
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カスタマーの業種ほAudio,Video,TVである｡

1993年 シャープ,ソニー,松下電器,JVCから裳をもらった｡

1997年ISO9002を取得した｡

〈政府の支援〉

5年間の免税特典を受けた(現在は中小企業ではないのでその恩典ほ

卒業)｡

マレーシア政府系から低利資金(利率3%)の金融を得ている｡

日本政府系金融機関からも借り入れている｡

機械購入資金の半分は自己資金,残りは銀行から利率8～10%で借りて

いる｡

〈資本所有〉

グループ全体の資本に政府系が7%の資本保有をしている｡残り93%

は,familyholdingが63%,grOupdirecter達が合わせて30%所有して

いる｡

〈技術〉

日本のAOTS(AssociationforOverseasTechnicalScholarship海

外技術者研修協会)のプログラムにより3,4年前に日本に技術者を派遣

した｡

新卒(高卒)老を会社の費用で3年間専門学校に通わせている｡

今も日系電機メーカーの技術サポートを受けており,特にJVCの技術サ

ポートが大きな役割を果たしている｡

〈中期目標-10年後〉

労働力不足ほインドネシア人,バングラデシュ人の導入で解決し,中
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国,タイを含む周辺諸国への海外投資を検討している｡

M5社

〈業種〉

プラスチック成型(カセットケース,メカブロック,その他プラスチッ

クパーツ),組立下請けもやっている｡

カスタマーの業種ほ,家電67.5%,自動車11.5%,PC&PC周辺7･

5%,産業用7.5%,通信4.0%,日系(アイワ,キヤノン,デソソー,

ヒロセ,JVC,松下,ミノルタ,三菱電撥,オムロン,パイオニアなど)

が80%,ローカルが20%である｡

日本人の技術指導により,極めて短期間にプラスチック成型だけでな

く金型企業としても成長した企業である｡

〈歴史〉

1989年4人で創業した｡

1991年 日本の一企業(エンジニアリングプラスチック成型加工,組立

および金型メーカー)と合弁,その技術支援を受ける｡合弁相手の紹介

で日本のJODC(海外貿易開発協会)派遣の技術者を受け入れた｡

事情があり最初の日本企業とは合弁を解消したが,日本人技術アドバ

イザーが新たな合弁相手となってその日本人が現在19%の株式を所有

し会長をしている｡

現在従業員ほ700人,うちイソドネシア人が250人占める｡間接員ほ

100人程度である｡あまりにも急に大きくなったので政府の中小企業

(SMI)支援を受けるチャンスがなかった｡(SMI支援の条件は従業員

75人以下,資本金200万リソギ以下)｡日本人は会長,営業,金型,紅立

に1人ずついる｡
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〈売上金額の拡大〉

売り上げ金額の拡大は急速で,95年2800万リソギ,96年3200万リン

ギ,97年4300万リソギ,98年5000万リソギ,99年6000万リソギ(見

込み)である｡アジア経済危磯の影響で98年10月～12月が最悪期だっ

たが99年になって良くなった｡

社長ほ女性で,日本への留学経験はないが日本語が話せる｡この社長

が株式の51%を所有,日本人会長が19%で,残りをマレー系の人々が所

有している｡

〈技術〉

かつてJl社のカメラの仕事で鍛えられた｡カメラの紐立が出来ると

他業種の組立は簡単にこなせる｡従業員は2週間で仕事をマスターする｡

生産量の変化に対応するために,99年になってフレキシブルラインに変

えたが,能率は20%低下した｡このやり方ほオペレーターにより出来高

が異なるので,仕事がよく出来る人に報奨金を出すようにした｡八王子

にテクニカルセンターがあり,そこに日本人従業員が7～8人いて,日本

開発銀行の融資を受けている｡JVCの技術サポートを受けている｡

Ⅴ 日系｣3社(VTR組立メーカー)

J3社はクアラルソプールの南20キロのバンギ工業団地に立地してい

る｡バンギ工業団地ほ,保税工場(LMW,Licenced Manufacturing

Warehouse)地域で,自由工業地域への立地とはぼ同様の特典を与えら

れる(4)｡

J3社は,89年に創業し当初VTR,VTR一体型カラーテレビを生産し

ていたが,それに追加して98年コンピュータ周辺機器のCD-ROM,99

年DVD生産を始めた｡DVDの生産に先立ち,マレーシア政府からパイ
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オニア･ステイタス(先端産業として認定されると減免税の特典を与え

られる)(5)の特典をもらった｡その特典は年産150万台以上になった場

合,5年間DVD部門の利益から7割控除して課税するという契約で

あった｡従業員は1800人,うち直接員は1500名であるが直接員には中

国系は一人もいない｡日本人ほ16人,外国人労働者としてインドネシア

人を雇用している｡VTRの開発部門は40人で,そのうち日本人は5人

である｡

〈資材調達〉

サプライヤーは海外分も合計して160社あり,そのうちマレーシア国

内が日系含めて100社,そのうちブミ(マレー系)が2社である｡協力

工場のミーティングを年1回やっている｡日系先発企業から紹介して

貰った協力工場が多い｡表6からわかるように日本製部品の使用率ほ4

割程度であるが,新製品の立ち上げと並行して,日本からの輸入が上昇

する傾向にあること,マレーシア製品の使用率は3割台から2割台に下

落している｡マレーシア国内からの調達はあまり進まないのほ,98年,

99年に新製品を手がけたからである｡

リードタイムほ2カ月が大きな目標であるが,実績は3カ月がやっと

実現しているのが現状である｡リードタイムが日本より相当時間がかか

るのほ,デリバーが問題なのでほなく,内示(6)のやり方で先行手配でき

るサプライヤーを作るのに時間がかかるからである｡サプライヤーはマ

レーシア国内だけは不十分であるので,マレーシア国内ということにこ

だわらず,シンガポールに資材調達センターを設置して,アジア各国の

最安値部品を購入している｡為替コストの点でほマレーシア国内で調達

するのが有利であるが,技術レベル,品質,コスト,リードタイムなど

の事情を総合的に勘案すると,日本からの輸入,ASEAN内の日系企業,

在マレーシアの台湾企業,地場企業など現状のような調達先となる｡金

(33)



論 説

表6 J3社の資材調達先 (単位:100万リソギ/月)(98年10月調査)

年 96上 96下 97上 97下 98上(実推) 98下(予算) 部 品

現地日系工場発注分仏) 34.7 27.9 27.3 19.1 22.8 24.6

本社発注分(B) 5.4 田 2.6 2.6 2.6 3.2 KD(シリンダドラム)

合計(C) 40.1 31.3 29.9 21.7 25.4 27.8

現地発注拭の内訳 (単位:100万リソギ/月)

96上 96下 97上 97下 98上(実推) 98下(予算) 部 品

輸入 日本00 10.4 8.3 7.7 5.2 9.3 9.1 IC,BSチューナー

輸入 タイ 1.8 2.1 1.8 3.5 3.3 1.8 メカデッキ,ロータリト

ランス,SW電源

輸入 シンガポール 2.4 1.9 1.3 皿 1.1 四 基板,CR部品,電源コー
ド

輸入 中国 0.3 0.5 0.4 0.6 1.7 2.5 CPT,モータ,LCD

輸入 インド 0.0 0.0 0.0 四 0.1 1.0 CPT

輸入 韓国台湾他 4.9 3.0 4.3 皿 0.1 0.4 CPT,フロントパネル

マレーシア国内調達 マレーシア駐) 14.9 12.1 11.8 四 7.2 8.3 CPT,リモコン,CR部

晶,成型品

合計 19.8 15.8 15.5 10.5 15.6 16.3

96上 96下 97上 97下 98上(実推) 98下(予算)

現地日系工場発注比率(A/C) 86.5% 89.1% 91.3% 88.0% 89.8% 88.5%

日本以外からの購入比率

(A-D)/C

60.6% 62.6% 65.6% 64.1% 53.1% 55.8%

日本製部品比率(B+D)/C 39.4% 37.4% 34.4% 35.9% 46.9% 44.2%

マレーシア製部品比率(E/C) 37.2% 38.7% 39.5% 39.6% 28.3% 29.9%

(出所)J3社資料

(注1)日系企業現地駐在員は現地日系工場発注比率(A/C)を,現地調達比率と表

現する｡それをマレーシア製部品比率(E/C)と混同しないように注意が必

要である｡

(注2)97年下期に韓国台湾他が急減したのは,LMWの税制が変わったことから韓

国から輸入していたブラウソ管を在マ台湾企業からの購入に変えたためで

ある｡

(注3)98年上期日本からの輸入が急増したのほ新製品のCD-ROMドライブの立ち

上げによる｡

型は日本の協力工場に釆て貰ったが,それを含めて大きいものほ8社か

ら購入しているが,そのうち1社ほ完全ローカルである｡

リードタイムほ上述のJl社は1.5ヶ月～2カ月弱,J2社が20日だっ

たのとほ異なる｡Jl社は自ら部品のサプライヤーを育てて,現地に無け

れば作ろうするので,地場企業の｢潜在能力｣情報に絶えず気を配って
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いた｡J2社ほマレーシアでの歴史が長いこと,グループ企業,系列企業

がマレーシアへ進出していること,インターネットを使った発注等のた

めに特にリードタイムが20日間と短かった｡J3社は中心的な資材購入

機能がシンガポールにあり,マレーシア工場の資材調達部門ほ地場企業

の｢既存能力｣を把握してシンガポールに情報を提供する役割である｡

同じ日系マレーシア進出企業であっても,資材調達方式の違いによりこ

のような違いが出てくる｡リードタイムの短縮は日系各社が最も力を入

れている部分である｡それにはサプライヤーの協力体制が必要で,その

ためにほ手間をかけた育成が必要となってくる｡他方,資材調達センター

による集中大量購買は個々の部品コストは下がるが,リードタイムが長

くなり,金利コストがかさんでくる｡どの資材調達方式を選択するかは,

業種の違いによる部品の質の違い,拠点での集中調達による規模の経済

がどれほど有効か,本社から見たマレーシア工場の位置づけ等により,

違いが出てくるように思われる｡

〈チョコ停対策〉

機械が軽微なトラブルで止まったとき,それを現場の作業者が修理で

きることが日本的生産システムの強みであるという議論があるが(7),マ

レーシアの場合は,そのような方式ほ考えられないと工場の幹部は語っ

た｡チョコ停に対しては直接員が触ると壊すか怪我をするだけであるの

で,保全係にしか触らせない｡保全係ほ専門学校出身の技術者であると

のことだった｡直接貞のジョブホッピングが激しい地域でほ,日本的経

営ほそのまま適用できないと言えよう｡

〈退職防止策〉

技能を持った人を引き留めるのは昇給しかないので,賃金コストを上

げないことを前提にすると引き留めるのは難しい｡人件費の総額ほ増や
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せないが,しかし高い技術を持った人の流出を防止する賃金体系を考え

たいとのことであった｡

バンギ工業団地には日系の同業者がいるので,繁忙期にほ直接貞の借

り貸しをしている｡給与は本来の職場の給与を基準としている｡

〈政府の中小企業育成政策〉

政府の中小企業支援策の一環として,外資系大企業にマレー系下請け

企業の指導を割り当てる制度があり,J3社も1社割り当てられ,少数株

主になっているが,成績は上がっていない｡

おわ り に

調査した日系企業はいずれも大企業であり,それらによって選別され

た本稿のローカルサプライヤーは,いずれも優良企業であった｡その意

味ではローカルサプライヤーの平均を代表したものとほ言えないであろ

う｡しかし,Ml社の上昇の軌跡ほ,興味ある事実を提供している｡

(1)日系企業の組立部門の下請けにより,生産管理を修得した｡

(2)業種の異なる多数の多国籍企業の組立工程をこなすことで,各社

の長所を吸収して独自のノウハウを身につけた｡

(3)自ら技術料を払って,日本企業から金型技術を身につけた｡

(4)取引相手は日系企業の枠にとどまらないで,欧州企業と合弁企業

を起こし,日系企業には無い技術を身につけた｡

以上の過程を見ると,多国籍企業の下請けとなったとしても自助努力

を失うような必然性はないし,またいつまでも最初に取引関係を持った

日系企業に依存し続けなければならない理由もないことがわかる｡マ

レーシアほ日系企業の指定席ではない｡むしろMl社は世界的視点に

たって世界の多国籍企業が持っている将来性がありかつ自社が利用可能
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な技術を探し当てた｡このようなMl社の上昇努力は,利潤機会がある

限り,たとえ将来再びアジア通貨危機があろうと進むものであろう｡

多国籍企業と技術移転に近年別の側面が出てきている｡多国籍企業が

｢飛び地｣に立地したとか,技術を途上国に移転しないとか,現地経済

を二重構造にしたというようなマクロ経済的基準で判定しても,個別企

業の評価としてほ的を射ていない｡そうでほなく個々の多国籍企業が

QCD(品質,コスト,納期)を改善するために現地企業とどんな取引関

係を結んで来たか,現地企業がそれをどうこなしてきたかが技術移転論

の中心問題である｡仮に現地で多国籍企業が技術移転を渋ったとしたら,

品質ほ改善されずコストが下がらずその企業はグローバル競争に敗れる

であろう｡現地政府が喧伝する多国籍企業の技術移転不足論は,現地に

奉仕させようとする意図を持った政治的なもので,政府としては自国を

富ませるための合理的行動と言えるかもしれない｡

最後に,多国籍企業の立地としてマレーシアの優位性が今後も持続す

るか否かについて触れたい｡マレーシアが港湾,空港,国内輸送,通信,

電気,水道,工場用地,学校医療,治安,政府による投資インセンティ

ブの点で工場立地として優れていることほいずれの日系企業も認めてい

る｡また英語でのコミュニケーショソが可能であること,進出15年の歴

史の積み重ねで優秀な地場企業が育ってきていて,中国よりレベルの高

い部品産業の裾野が育っている｡ただこれらの優位は,固定的でほない｡

中国はその可能性がしだいに現実のものとなりつつある｡マレーシアの

日系企業の日本人駐在員が,本社のアジア投資の重点がマレーシアより

も中国に向くのでほないかという可能性を感じているという意味で,中

国の影は相当大きい｡マレー人優遇政策(ブミプトラ政策)を続けるこ

とことは,成功した中国系企業にマレー人を取締役として強制的に送り

込んだり,その他の様々な規制に乗じたマレー人のレソトシーキング活

動を蔓延させ,マレー人上層部のモラルを蝕む土嚢になっている｡上層
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部の腐敗はマレーシアだけのことでほなく他の競合国にもあるとはい

え,マレーシア自体の国内市場は,近隣の中国,インド,インドネシア

と比べて大きくないだけに,多国籍企業にとって魅力ある立地先であり

続けるためには,.これらの大国以上に自浄努力が必要である｡Ml社の

ような企業が出てくる土壌をもっと耕すことができれば,マレーシアの

未来ほ開かれている｡

注

(1)『第57回国際経済学会1998』(1998年10月23日)における阿部清司報告のア

ジア経済の現状認識部分を要約した｡

(2)1971年4月に制定されたFreeZoneAct(自由貿易地域法)によれば,立地企

業の特典は,原材料および設備の輸入関税無税,関税手続きの簡素化,インフラ

の提供であり,義務としては製品全量を輸出すること,だた場合により80%以上

でも認められることもある｡その後自由貿易地域の名称は,自由工業地域(FIZ)

と変わり,1999年初頭現在,マレーシアにほスソガイ･ウェイを含めて14の自由

工業地域がある｡

(3)JODC(海外貿易開発協会)は通産省の外郭団体で,その｢民間専門家派遣事業｣

は日本人専門家が海外の中小企業に対して技術･経営支援をする場合,その経費

の3/4は日本の国費で,1/4は受入企業が負担するプログラムである｡1回の任期

は2年以内である｡

(4)FIZとLMWはほぼ同じであるが,違いはLMWの多くはジャングルを切り開

いたような地域にあり,LMWは工業を地方に分散させる意味が加わり,輸出比

率の義務がFIZよりやや緩い点である｡97年以降LMWから製品をマレーシア

国内で販売するとき,部品に輸入関税が掛かるようになったが,その際部品のマ

レーシア現地調達率が51%以上の場合,税ほ半額免除となる｡

(5)1986年の｢投資促進法｣により,製造業企業がMIDA(工業開発庁)から創始

企業資格(pioneerstatus)の認定を受けると,ローカルの出資義務を課せられず,

また税の減免税の特典を受けられる制度で,1998年現在では,法人税を法定所得

の70%について免除,残りの30%については通常の28%の税率である｡ハイテク

産業については上記の部分課税がなく,100%免除される｡期間は5年間だが,国
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家戦略的重要プロジェクトはさらに5年間の延長が可能である｡

(6)内示は,書類に基づく正式の部品の注文ではないが,発注元の生産計画･生産

変動予測に基づいてサプライヤーに資材の仕込みをさせること｡リードタイムは

書類による契約時点から始まるので,発注元のリードタイムの短縮に役立つが,

サプライヤーの負担になる｡ただサプライヤーも一定の仕事量確保の見通しがあ

らかじめ立つメリットがある｡

(7)小池和男『日本の雇用システム その普遍性と強み』東洋経済新報社,1994年
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